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10.福祉用具・住宅改修について

（１）令和６年度報酬改定

令和６年度介護報酬改定では、利用者の過度な負担を軽減しつつ、制度の持続可

能性の確保を図るとともに、福祉用具の適時・適切な利用、利用者の安全を確保す

る観点から、要介護度に関係無く給付が可能な福祉用具のうち、比較的廉価で、購

入した方が利用者の負担が抑えられる者の割合が相対的に高い、一部の福祉用具（固

定用スロープ、歩行器（歩行車を除く）、単点杖（松葉づえを除く）及び多点杖）に

ついて貸与と販売の選択制を導入したところである。

また、サービスの質の向上や福祉用具の適時・適切な利用、利用者の安全を確保

する観点から、福祉用具貸与計画の記載事項にモニタリングの実施時期を追加する

こと、福祉用具専門相談員がモニタリングの結果を記録し、その記録を介護支援専

門員に交付することが義務付けられた。

上記の見直しに関連したＱ＆Ａを参考に、引き続き、管内市町村及び福祉用具貸

与・福祉用具販売事業者等に対し、適切に運用がなされるよう周知・指導の徹底を

図りお願いする。

①令和５年度老人保健健康増進等事業について

介護給付適正化事業の一つである住宅改修の点検、福祉用具購入・貸与調査に

ついて、取組事例や点検・調査のポイントをまとめた資料を作成し、令和６年６

月に「介護給付費適正化における住宅改修等の点検および福祉用具購入・貸与調

査の取組促進に向けた手引き」として発出した。

また、平成 16 年に第１版が出てから改正されていなかった「介護保険におけ

る福祉用具の選定の判断基準」を改訂し、新たに給付対象として追加された用具

への対応、軽度者の利用も踏まえた対応及び多職種連携の促進等について留意点

を記載する等を行った。新たな判断基準を活用いただくと共に、管内市町村及び

福祉用具貸与事業者等への周知にご協力をお願いする。

「介護給付費適正化における住宅改修等の点検および福祉用具購入・貸与調査の

取組促進に向けた手引き」

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001260517.pdf

「介護保険における福祉用具の選定の判断基準について」

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001285654.pdf

②令和６年度老人保健健康増進等事業について

本年度は、以下３つの調査研究事業を実施している。

ア 福祉用具サービスの適切な PDCA の実現に向けた調査研究事業

各種調査研究事業等の文献検索や福祉用具貸与・販売計画の利用事例の調

査・検証を行った上で、福祉用具専門相談員が活用する福祉用具サービスの

適切な PDCA に向けた手引きを作成する予定である。

イ 福祉用具専門相談員指定講習カリキュラムの適切な実施に向けた調査研究

事業

令和５年度老健事業で取りまとめた「福祉用具専門相談員指定講習カリキ
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ュラムの見直し案」を基に、指定講習事業者及び講師向けに研修内容の標準

化及び質を担保するためのガイドライン（指導要領）や研修ツール等を作成

する。

ウ 福祉用具の事故防止に向けた体制強化に関する調査研究事業

令和３年度、令和４年度に市町村及び福祉用具貸与事業所における実態把

握を通じ、事故報告様式（案）や「福祉用具の安全利用のための福祉用具貸与

事業所の体制・多職種連携を強化するための手引き」を作成した。この２点

の調査・検証を通じ、事故情報等の活用や福祉用具の安全利用に向けた体制

強化について検討しまとめる。

福祉用具貸与事業所向けの事故報告様式案について

https://fukushiyogu.or.jp/guide/detail_2022_houkokusyo.html

福祉用具の利用安全やサービスの向上に向けた取組の整理（手引きの作成）

について

https://fukushiyogu.or.jp/guide/detail_2023_houkokusyo.html

（２）福祉用具専門相談指定講習カリキュラムの見直しについて

要介護高齢者等が福祉用具を選定するに当たっては、専門的知識を備えた福祉

用具専門相談員から助言を受けて行うこととされており、（介護予防）福祉用具貸

与事業所及び（介護予防）特定福祉用具販売事業所には、常勤換算方法で２以上

の福祉用具専門相談員を配置しなければならないこととされている。

今般、都道府県知事が指定する指定講習事業者が実施する講習の内容について、

平成26年以来の制度改正の反映や福祉用具の事故防止の観点等を盛り込みカリキ

ュラムの見直しを図っており、パブリックコメントを経て令和７年度当初から施

行する予定である。なお、令和７年度中は改正前のカリキュラムで実施した講習

は効力を有するが、その講習は令和８年３月 31 日までに全てを終えなければなら

ないとする経過措置を設ける見込みである。経過措置が終了する令和８年４月１

日以降は全ての講習は見直し後の講習カリキュラムに基づき実施しなければなら

ないので、指定講習事業者と緊密に連携し円滑な移行をお願いしたい。

また、カリキュラムの見直し内容については、令和７年２月 28 日に一般社団法

人全国福祉用具専門相談員協会が主催する都道府県及び指定講習事業者を対象と

した説明会がなされている。

厚生労働省老健局高齢者支援課事務連絡「福祉用具専門相談員の新たな指定講

習カリキュラムの適用開始時期について」

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001371204.pdf

（３）介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会について

介護保険における福祉用具の対象種目については、専門的な知見に基づいた検

討を行う必要があり、「介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会」を開催し、「介

護保険制度における福祉用具の範囲の考え方」（７要件）に基づいて、種目・種類

の拡充の検討を行っている。
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近年、通信機能等の複合機能を搭載した新たな福祉用具が開発されており、テ

クノロジーが普及する現状を踏まえた福祉用具の考え方を改めて整理するため、

令和６年度から介護分野におけるテクノロジーに通した構成員をあらたに２名委

嘱したところである。

また、本検討会の開催頻度は、令和３年度以降は少なくとも年１回、本検討会を

開催することとしてきたが、令和６年度は評価検証に対する支援を目的として、

提案者が構成員に対しプレゼンテーションや相談を行う場（非公開）を設け、構成

員から直接助言等を行う取組みを試行的に実施している。

福祉用具・住宅改修に関する要望等の方法（提案様式・提出先等）については、

厚生労働省ホームページに掲載されていることから、各都道府県におかれては管

内市町村、福祉用具貸与事業者、関係団体等に加え、産業振興関係部局等とも協力

の上、管内の福祉用具製造企業等に周知いただきたい。

＜介護保険対象福祉用具・住宅改修に対する提案＞

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080056.html

（４）福祉用具の貸与価格の公表や上限価格の設定等について

福祉用具については、平成 30 年度介護報酬改定等により、利用者の適切な福祉

用具選定に資するよう、

・ 国において、商品ごとに全国平均貸与価格を公表、貸与価格の上限（全国平

均貸与価格＋１標準偏差）の設定

・ 福祉用具専門相談員においては、利用者に対して、貸与しようとする商品の

特徴や利用料・全国平均貸与価格を説明の上、機能や価格帯の異なる複数の商

品を提示する

等の取組を実施しているところである。

既に上限価格が設定されている商品の上限価格の見直し頻度は３年に１度とし

ており、令和５年４月時点で上限価格が適用済みの商品に係る福祉用具の全国平

均貸与価格及び令和６年４月貸与分から適用される上限を、令和５年 11 月６日に

厚生労働省のホームページで公表した。

また、新商品については、３ヶ月に１度の頻度で全国平均貸与価格及び貸与価格

の上限一覧を公表しているので、福祉用具貸与事業者においては、随時本内容を

確認いただくようお願いする。

各都道府県におかれては、管内の市町村及び福祉用具貸与事業者等へ広く周知

いただくとともに、必要に応じて介護保険法に基づく実地指導・監査を行ってい

ただくようお願いする。

特に、（介護予防）福祉用具貸与事業所の請求事務において、商品コードの入力

誤りが散見される。貸与価格の上限設定等の対象は月平均 100 件以上の貸与件数

がある商品であるが、入力誤りが生じると本来設定されるべきものとは異なる商

品に、不適正な貸与価格の上限が設定されることとなる。１事業所の入力誤りに

より、全国の事業所の経営に大きな影響を及ぼすことも懸念されることから、福

祉用具貸与計画書やケアプランの記載内容と請求に相違がないかを確認すること

や介護ソフト等の ICT の導入により入力誤りを防止する取組を行うようよう指導

をお願いする。

なお、令和６年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（令和６年度

調査）では、福祉用具貸与価格の上限設定を定期的に見直すことについて、適正化
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の効果を検証し、あわせて令和６年４月以降の貸与価格や事業所の事務負担を含

めた経営等に関する実態を把握することとしている。くわえて、令和６年度介護

報酬改定の審議報告において、物価上昇に対応した特例的な仕組みを設ける等の

見直しの必要性を含め検討を行うため、貸与価格の上昇等に関する実態を引き続

き半年に１度程度把握すべきとされたところであり、引き続き検討を進めている

ところである。

＜全国平均貸与価格・貸与価格の上限＞

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000212398.html

（５）福祉用具に係る事故の情報提供について

令和３年３月５日付厚生労働省老健局高齢者支援課事務連絡「福祉用具の重大

製品事故報告に係る情報提供について」で周知したとおり、消費者庁から公表さ

れている消費生活用製品の重大製品事故のうち、福祉用具に係る事故について、

当課から随時情報提供を行っているところであり、各都道府県、指定都市及び中

核市におかれては、引き続き、管内市町村及び福祉用具貸与事業所等に対し、広く

周知をお願いする。

また、公益財団法人テクノエイド協会において、令和６年度から事故情報を集

約・一元化し「福祉用具｢事故・ヒヤリハット｣情報」として発信している。同サイ

トでは、消費者庁、独立行政法人製品評価技術基盤機構（NITE)が公開している情

報と、都道府県・事業所等から任意で提供された情報とを併せて、｢最近の傾向｣と

して定期的に情報提供している他、様々な場面における福祉用具のヒヤリハット

情報を公開しているので事業所の指導等において参考としていただきたい。

＜事務連絡「福祉用具の重大製品事故報告に係る情報提供について」＞

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001214092.pdf

＜福祉用具に係る重大製品事故について＞

https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/001016050.pdf

＜福祉用具｢事故・ヒヤリハット｣情報＞

https://www.techno-aids.or.jp/hiyari/accident.html

（６）住宅改修について

介護保険制度における住宅改修については、在宅介護の重視、自立支援の観点か

ら、利用者の日常生活を行う上で必要となる自宅の段差の解消、手すりの設置な

どの改修を対象としているところである。

平成 30 年度には、住宅改修の内容や価格を市町村が適切に把握・確認できるよ

うにするとともに、利用者の適切な選択に資するため、事前申請時に利用者が市

町村に提出する見積書類の様式例（改修内容、材料費、施工費等の内訳が明確に把

握できるもの）を示したほか、複数の住宅改修事業者から見積もりを取るよう、介

護支援専門員が利用者に説明することとしているので、各都道府県におかれては、

管内の市町村等に周知いただくとともに、適切な実施についてお願いする。
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１．（８）② モニタリング実施時期の明確化

概要
○ 福祉用具貸与のモニタリングを適切に実施し、サービスの質の向上を図る観点から、福祉用具貸与計画の記載事

項にモニタリングの実施時期を追加する。【省令改正】

基準

【福祉用具貸与★】

＜現行＞
福祉用具専門相談員は、利用者の希望、心身の状

況及びその置かれている環境を踏まえ、指定福祉用
具貸与の目標、当該目標を達成するための具体的な
サービスの内容等を記載した福祉用具貸与計画を作
成しなければならない。

＜改定後＞
福祉用具専門相談員は、利用者の希望、心身の状

況及びその置かれている環境を踏まえ、指定福祉用
具貸与の目標、当該目標を達成するための具体的な
サービスの内容、福祉用具貸与計画の実施状況の把
握（以下この条において「モニタリング」とい
う。）を行う時期等を記載した福祉用具貸与計画を
作成しなければならない。

⇒

社会保障審議会介護給付費分科会
（第239回）参考資料１（抜粋）

１．（８）③ モニタリング結果の記録及び介護支援専門員への交付

概要
○ 福祉用具の適時・適切な利用、利用者の安全を確保する観点から、福祉用具専門相談員が、モニタリングの結果

を記録し、その記録を介護支援専門員に交付することを義務付ける。【省令改正】

基準

【福祉用具貸与】

＜現行＞
福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与計画の作成

後、当該福祉用具貸与計画の実施状況の把握を行い、
必要に応じて当該福祉用具貸与計画の変更を行うも
のとする。

＜改定後＞
福祉用具専門相談員は、福祉用具貸与計画の作成

後、モニタリングを行うものとする。
福祉用具専門相談員は、モニタリングの結果を記

録し、当該記録をサービスの提供に係る居宅サービ
ス計画を作成した指定居宅介護事業者に報告しなけ
ればならない。

福祉用具専門相談員は、モニタリングの結果を踏
まえ、必要に応じて当該福祉用具貸与計画の変更を
行うものとする。

⇒

社会保障審議会介護給付費分科会
（第239回）参考資料１（抜粋）
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■ 利用者負担を軽減し、制度の持続可能性の確保を図るとともに、福祉用具の適時・適切な利用、安全を確保する
観点から、一部の用具について貸与と販売の選択制を導入する。その際、利用者への十分な説明と多職種の意見や
利用者の身体状況等を踏まえた提案などを行うこととする。

福祉用具貸与・特定福祉用具販売の見直し

一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の導入 省令・告示・通知改正

福祉用具貸与★、特定福祉用具販売★、居宅介護支援★

【貸与・販売後のモニタリングやメンテナンス等のあり方】
＜貸与後＞

○ 利用開始後少なくとも６月以内に一度モニタリングを行い、
貸与継続の必要性について検討する。

＜販売後＞
○ 特定福祉用具販売計画における目標の達成状況を確認する。
○ 利用者等からの要請等に応じて、福祉用具の使用状況を確認

し、必要な場合は、使用方法の指導や修理等を行うよう努める。
○ 利用者に対し、商品不具合時の連絡先を情報提供する。

【対象者の判断と判断体制・プロセス】
利用者等の意思決定に基づき、貸与又は販売を選択できること

とし、介護支援専門員や福祉用具専門相談員は、貸与又は販売を
選択できることについて十分な説明を行い、選択に当たっての必
要な情報提供及び医師や専門職の意見、利用者の身体状況等を踏
まえた提案を行うこととする。

【選択制の対象とする福祉用具の種目・種類】
〇 固定用スロープ 〇 歩行器（歩行車を除く）
〇 単点杖（松葉づえを除く） 〇 多点杖

※ 福祉用具専門相談員が実施

社会保障審議会介護給付費分科会
（第239回）資料１（抜粋）

〇市町村が実施主体である介護給付適正化事業の一つの「住宅改修の点検」及び「福祉用具購入・貸与調査」の適正な運用の観

点から、市町村のチェック体制の充実を図るため、市町村の組織体制、点検ポイント及び取組事例等を整理し、令和６年６月に

手引きを公表

『介護給付費適正化における住宅改修等の点検および
福祉用具購入・貸与調査の取組促進に向けた手引き』

≪保険者市町村において≫
・今年度の介護給付適正化事業の実施を具体的に検討したい。
・事前相談～申請～支給後までの一連の窓口事務の課題を確認したい。
・訪問調査時や申請書類等の書面確認の際のポイントが知りたい。
・利用者の状態像を把握する際のポイントが知りたい。
・給付の適正化における他自治体の取組を参考にしたい。
・地域ケア会議で福祉用具・住宅改修について検討したい。

≪都道府県において≫
・保険者が実施する介護給付適正化の取組内容に地域差が見られる時

主な
活用
場面

・４章構成(①住宅改修、②福祉用具購入、③福祉用具貸与、④取組事例)
・点検・調査のポイントを目的、解説、確認ポイントとして記載
・「知りたい内容の検索」頁にて、知りたい項目のみ参照可能

構
成

〇本手引きの活用場面

出典：介護保険最新情報 Vol.1268 「介護給付費適正化における住宅改修等の

点検および福祉用具購入・貸与調査の取組促進に向けた手引き」について」

〇市町村の事前相談の実施体制（事業別）
令和５年度調査結果で回答のあった保険者のうち、全体でみると８割以上の保険者が自庁職員のみで事前相談対応を実施

84.0%

87.7%

92.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

住宅改修

福祉用具購入

福祉用具貸与 自庁内の職員のみで実施 業務の一部を外部委託

業務の全て外部委託 その他

無回答
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『介護保険における福祉用具の選定の判断基準』改訂①

〇平成16年に第１版が出てから改正されておらず、新たに給付対象として追加された用具への対応、軽度者の利用も

踏まえた対応及び多職種連携の促進の観点等から令和６年８月に全面改訂

〇福祉用具専門相談員や介護支援専門員が手に取りやすいよう、福祉用具の種目毎に「解説」「使用が想定しにくい

状態像」、「使用が想定しにくい要介護度」及び「留意点」に分けて記載

福祉用具の解説（目
的、種類、給付対象
となる範囲等）

使用が想定しにくい
状態像を認定調査項
目及び利用者の新進
の状況により選択さ
れた選択肢別に記載

福祉用具の特性から
使用が想定しにくい
要介護度状態区分を
記載

種目の選定におい
て踏まえるべき点
を５つの視点（利
用目的、利用者、
介護者、住環境、
他の福祉用具）か
ら記載

医師・リハ専門職
等に意見を求める
ことが望ましい例
を記載

重大事故情報や省
庁等から発出され
ている注意喚起を
記載

利用者の状態悪化
や事故等を防止す
るための留意点を
記載

出典：令和６年８月２日付「介護保険最新情報 Vol.1296」

『介護保険における福祉用具の選定の判断基準』改訂②

判断基準の改訂に当たり、構成として第一版が出された平成16年以降、新たに給付対象となった福祉用具を追加、

累次の制度見直し等を踏まえて介護支援専門員や医師及びリハ職と連携する場面を想定した活用方法、留意点等を新

たに記載

主な事項
※追加された事項については◉（赤字）にて記載

構 成

○ 判断基準策定の背景

○ 判断基準の構成

Ⅰ.はしがき

◉ 選定時における介護支援専門員や福祉用具専門相談員の役割
◉ 各種目ごとの「留意点」等の活用方法・活用場面
◉ 要支援・要介護１の者（軽度者）に対する福祉用具貸与に関する参考情報

Ⅱ.活用方法

◉ 福祉用具の選定について
◉ 福祉用具の販売について
◉ 医師・リハビリテーション専門職等への意見の確認
◉ 事故・ヒヤリハットの防止

Ⅲ.種目全般に関
する留意点

◉ 新たに給付の対象又は非対象となった福祉用具

○ 各種目ごとの福祉用具の解説（目的、種類、給付対象となる範囲等）の記載
○ 各種目ごとの使用が想定しにくい状態像・要介護度
◉ 各種目ごとの留意点

Ⅳ.種目別 選定
の判断基準

○ 要介護度別索引
○ 関係通知等の更新
◉ 事故・ヒヤリハット関連情報

Ⅴ.参考情報

出典：令和６年８月２日付「介護保険最新情報 Vol.1296「介護保険における福祉用具の選定の判断基準について」」122



『介護保険における福祉用具の選定の判断基準』改訂

○改訂した判断基準では、福祉用具専門相談員が福祉用具の選定に当たり介護支援専門員、医師やリハ専門職等と視

点を共有し多職種連携を促進する観点から、種目ごとに留意点を追加している。

○また、個々の種目における選定の視点や医師やリハ専門職等に意見を求めることが望ましい例等、全般に係る留意

点について種目全般に係る留意点を設けた。

福祉用具の選定について

具体的視点の例視点

要介護者等や家族の思い、希望する生活 等①利用目的

要介護者等の希望、心身の状況・変化 等②利用者

介護力、介護技術 等③介護者

住宅の構造、生活動線 等④住環境

複数の用具を使用する場合の動作や生活の流れ 等⑤他の福祉用具

介護保険の理念である一人ひとりの尊厳の保持と自立を支援するた
めに幅広い視点から生活全般を捉え、生活の将来予測に基づく支援の
調整が必要となる。このため、過度な福祉用具の使用とならないよう、
本人の意思を尊重し、適切な福祉用具の選択と使用が可能となるよう
支援する必要がある。
福祉用具の選定にあたっては、下記のような視点を踏まえることが

重要である。なお、個々の種目の選定の視点についてはⅣ章を参照す
ること。

出典：令和６年８月２日付「介護保険最新情報 Vol.1296「介護保険における福祉用具の選定の判断基準について」」

「種目全般に係る留意点」の構成
・福祉用具の選定について ・福祉用具の再購入について ・貸与と販売の選択制について
・医師・リハ専門職等への意見の確認 ・事故・ヒヤリハットの防止

要介護状態の高齢者は複数の疾患や障害を抱えている。また、医療ニーズの
高い疾患や予後予測が難しい状態など症状は様々である。疾患によっては特
徴的な症状が把握できることもあれば、心身機能等の把握が難しく、それぞ
れの症状によっては、専門職の意見を聞きながら、予後予測の見⽴てやリス

クに関する情報収集をもとにアセスメントする必要がある。
適切なケアマネジメントのために、福祉用具の必要性や対処方法について、
介護支援専門員や福祉用具専門相談員が、医師やリハ専門職等の意見を求め

ることが望ましい具体例を以下に示す。

（具体例については略）

このような利用者の状態像が観察される場合は、可能な限り医学的な情報を
収集し、サービス担当者会議等を通じて適切に福祉用具が提供されることを
期待する。本判断基準の「使用が想定しにくい状態像」又は「使用が想定し
にくい要介護度」に該当する、しないに関わらず、福祉用具の選定にあたっ
ては、利用者の状態像の確認のために医師やリハ専門職等の多職種の知見を
参考にすることで、利用者の心身の状況等に対し、より適応した福祉用具の

選定につながることを忘れてはならない。

医師・リハ専門職等への意見の確認

令和6年度厚生労働省老人保健事業推進費等補助金（福祉用具）
（老人保健健康増進等事業分）

１）福祉用具サービスの適切なPDCAの実現に向けた調査研究事業
これまでの各種調査研究事業等の文献検索や福祉用具貸与・販売計画の利用事例の調査・検証を行った上で、福

祉用具専門相談員が活用する福祉用具サービスの適切なPDCAに向けた手引きを作成し、当該手引きの活用方法につい
ても検討しまとめる。

２）福祉用具専門相談員指定講習カリキュラムの適切な実施に向けた調査研究事業
令和5年度老健事業で取りまとめた「福祉用具専門相談員指定講習カリキュラムの見直し案」を基に、各科目における目的、

到達目標、内容等の見直しを踏まえ、研修内容の標準化及び質を担保するためのガイドライン（指導要領）や研修ツール等を作
成する。

３）福祉用具の事故防止に向けた体制強化に関する調査研究事業
令和3年度、令和4年度にて市町村及び福祉用具貸与事業所における実態把握を通じ、事故報告様式（案）や「福祉用具の安

全利用のための福祉用具貸与事業所の体制・多職種連携を強化するための手引き」を作成した。この2点の調査・検証を通じ、
事故情報等の活用や福祉用具の安全利用に向けた体制強化について検討しまとめる。
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「福祉用具専門相談員の指定講習カリキュラムの見直し」

○指定講習カリキュラムは平成26年から見直しされておらず、累次の制度改正の反映や福祉用具の安全な利用の促進

や福祉用具専門相談員の質の向上の観点から、令和５年度調査研究事業にて新カリキュラムの構成について検討した。

○新カリキュラムは手続きを経て令和７年４月１日より新カリキュラムを施行する予定。あわせて、新カリキュラム

に対応した指導要領や動画を作成し、研修内容の質のばらつきの改善を図っていく。

①指定講習に要する時間を「50時間」から「53時間」に。
②安全利用・リスクマネジメントの科目を追加
③講義に加え演習を併せて行う時間を増加 等

【現行カリキュラム】 【新カリキュラム案】 【主な変更点】

→「演習を含む講義」に

→「演習を含む講義」に

→科目を新設

→科目を統合し演習を含む
講義として内容を見直し

○研修内容の質のばらつきの改善を
図るため、
・演習の進め方、目的・到達目標、
オンライン形式での進め方などに着
目した指導要領
・研修ツールとなる動画コンテンツ
を作成

【指導要領等の作成】

出典：令和５年度老人保健健康等増進事業

「介護保険における福祉用具の選定の判断

基準の見直しに向けた調査研究事業」

介護保険制度における福祉用具貸与・販売種目のあり方検討会において、福祉用具の適時・適切な利用、利用者の安全性の確保、
保険給付の適正化等の観点から、福祉用具の貸与・販売種目のあり方や福祉用具貸与・販売に関する諸課題について検討を行い、令
和５年11月８日に取りまとめを行った。

介護保険制度における福祉用具貸与・販売種目のあり方検討会
対応の方向性に関する取りまとめ 概要

長期間レンタルするよりも、購入した方が利用者負担を抑えられる者の割
合が多い一部の種目について、利用者の負担の抑制・保険給付の適正化を図
る観点から、貸与と販売を選べる仕組みを導入する。

１）対象とする種目・種類
固定用スロープ、歩行器（歩行車を除く）、単点杖（松葉杖を除く）、

多点杖

２）対象者の判断と判断体制・プロセス
利用者等の意思決定に基づき、貸与又は販売を選択できることとし、そ
の際に、介護支援専門員や福祉用具専門相談員は、取得可能な医学的所
見等やサービス担当者会議等による多職種連携で得た判断のもと、貸与
又は販売について提案をする。

３）福祉用具専門相談員による貸与・販売後のモニタリングやメンテナンス
等のあり方

〇貸与後
利用開始後少なくとも６ヶ月以内に一度モニタリングを行い、貸与継続
の必要性について検討を行うこととし、その後も必要に応じて行う。

〇販売後

・ 福祉用具サービス計画における目標の達成状況を確認する。
・ 保証期間を超えても利用者等からの要請に応じて、販売した福祉用
具の使用状況を確認し、必要な場合は使用方法の指導、修理等（メン
テナンス）を行うよう努める。

・ 利用者に対し、商品不具合時の連絡先を情報提供する。

一部種目・種類における貸与と販売の選択制の導入■取りまとめで示された主な対応の方向性

〇 社会保障審議会介護給付費分科会の意見を踏まえ、着実に各種取組を実行するとともに、その効果や課題等を引き続き調査・検証を行い、改善や
充実を図る。

〇 貸与と販売の選択制の導入にあたっては、現場で制度が円滑に運営されるよう、関係者の意見を十分に反映し、負担軽減にも配慮した詳細な制度
設計とわかりやすい制度の周知に努める。

■今後の進め方

令和５年11月８日

・ 福祉用具専門相談員が行うモニタリング時期の明確化とモニ
タリング記録の作成及び介護支援専門員への交付の義務化

・ 「介護保険における福祉用具の選定の判断基準」の見直し
（新たな福祉用具の追加、医療職を含む多職種や自治体職員等
の幅広い関係者で共有できる内容とする観点等からの見直し）

・ 自治体職員等によるチェック体制の充実・強化を図るための
自治体向け点検マニュアルの作成 等

・ 福祉用具貸与事業所向けの「事故報告様式」及び「利用安全
の手引き」の活用促進による事故防止に向けた体制整備

・ 福祉用具の事故及びヒヤリ・ハット情報に関するインター
ネット上での公表 等

安全な利用の促進

・ 福祉用具専門相談員指定講習カリキュラムの見直し

・ 現に従事している福祉用具専門相談員に対する研修機会及び
PDCAの適切な実践に関する周知徹底 等

サービスの質の向上

給付の適正化
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介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会について
【目的】
利用者や保険者等の提案を踏まえ、新たな種目・種類の追加や、拡充等の検討のため、介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会を開催。

【検討事項】
・介護保険の給付対象となる福祉用具・住宅改修の新たな種目・種類の追加や拡充についての妥当性や内容に関すること。
・その他、介護保険の福祉用具・住宅改修に関すること。

【評価・検討の流れ】

【介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会 構成員】（順不同・敬称略）

介 護 保 険 福 祉 用 具 ・
住 宅 改 修 評 価 検 討 会

厚 生 労 働 省

保 険 者 ・ 利 用 者
事 業 者 関 係 団 体 等

委員等による
事前の評価

告示改正
等の実施

社会保障審議会
介護給付費分科会

（イメージ）

厚生労働省HPより提案票の受付。（11月以降に受付けた提案は、次年度の検討会で評価・検討）通年

提案資料の確認。評価・検討に必要な情報が不十分な場合、構成員の助言を踏まえ、追加データを提案者に依頼。11月～１月

評価検討会を開催し、提出された提案について種目・種類の追加や拡充の妥当性や内容について評価・検討。２月～３月

■新規提案の場合

■ 「評価検討の継続」と判断された提案の場合

必要なエビデンス等が整理され次第、随時評価検討を実施。（改めての提案票の提出は不要）通年

令和６年７月時点

所 属 ・ 役 職氏 名所 属 ・ 役 職氏 名

介護老人保健施設竜間之郷 施設長大河内 二郎稲城市 副市長石田 光広

一般社団法人シルバーサービス振興会 常務理事久留 善武国立障害者リハビリテーションセンター研究所 福祉機器開発室長井上 剛伸

公益財団法人テクノエイド協会 企画部長五島 清国日本社会事業大学専門職大学院 教授井上 由起子

一般社団法人日本介護支援専門員協会 副会長濱田 和則一般社団法人全国福祉用具専門相談員協会 理事長岩元 文雄

東京理科大学先進工学部機能デザイン工学科 教授松本 吉央介護総合研究所 元気の素 代表上野 文規

横浜市総合リハビリテーションセンター 副センター長渡邉 愼一兵庫県立リハビリテーション中央病院 病院長大串 幹

株式会社SOYOKAZE 常務執行役員 経営企画室部長斉藤 裕之社会福祉法人 善光会 理事 最高執行責任者 兼 統括施設局長宮本 隆史

令和6年度 介護保険福祉用具・住宅改修評価検討会のスケジュール
○提案企業・団体の評価検証に対する支援を目的として、新規の要望（種目の追加・拡充）や評価検証の継続案件について、
提案者が構成員に対しプレゼンテーションや相談を行う検討会（非公開）の場を設ける。

○構成員が評価検証に係る助言等を直接行うことにより、提案者が具体的に評価検証に取り組み易くする。

・提案者は手引きを参考に提案書一式を作成し事前に構成員に確認したい事項を整理の上で、 当日は製品のデモンストレーションを行う。
・検討会後も引き続き構成員への相談を再度行う希望があれば、事務局経由で委員にメールにて相談を行うことができる。

【新規要望】
１社当たり４５分以内を想定
・プレゼン 7～10分
・質疑・協議等 25～35分

【評価検討の継続】
１社当たり30分以内を想定
・プレゼン ５分
・質疑・協議等 1５～2５分

３月２月１月12月11月10月９月８月７月６月５月４月

検
討
会

※
審
査

要望受付期間

検
討
会

検
討
会

要望受付期間

事前評価期間

事前評価期間

【 新規要望の場合 】

【 評価検討の継続の場合 】

○４月～７月に新規の提案があった場合 ････提案状況に応じて7月下旬～８月の間に検討会の機会を設ける。
○７月～９月下旬に新規の提案があった場合 ････提案状況に応じて1０月中旬～1１月の間に検討会の機会を設ける。

（上記検討会はいずれも議事概要のみ公開）
○２月下旬を目途に評価検討会を開催し、審査を行う（公開）。

○評価検討の継続とされた企業・団体から要望があれば、構成員に対し検証等への相談を行う機会を設ける（議事概要のみ公開）
○検証等への相談の機会を設けた上で、2月末に評価検討会を開催し審査を行う（公開）。

125



福祉用具の貸与価格の上限設定の考え方

○ 適正化を図るため、平成30年10月より、商品ごとに「全国平均貸与価格＋１標準偏差（１SD）」を福祉用具の貸
与価格の上限としている。
※ 標準偏差とは、データの散らばりの大きさを表す指標であり、「全国平均貸与価格＋１標準偏差（１SD）」は

正規分布の場合、上位約16％に相当。
※ 上限を超えた価格で貸与しようとする場合は、保険給付の対象外の取扱い
※ 平均貸与価格は公表前の概ね３か月間の平均価格を算出。

○ 上限設定等の対象になるのは、月平均100件以上の貸与件数がある商品。
○ 新商品については、３ヶ月に１度の頻度で公表、既に設定されている商品は３年に一度の割合で見直しを行う。

※ 既設定商品の見直しは施行当初は１年に一度としていたが、見直しによる適正化の効果と事業者負担を勘案し
て、令和３年度より３年に一度とした。

○ 事業所の準備期間等の一定の配慮が必要なため、上限設定の公表は概ね６ヶ月前に行う。

貸与価格の上限設定のイメージ（正規分布）

適用時期公表商品数公表時期

令和６年７月82（新商品）令和６年１月

令和６年10月61（新商品）令和６年４月

令和７年１月54（新商品）令和６年７月

令和７年４月75（新商品）令和６年10月

直近１年の公表実績

平均価格
＋１ＳＤ

全国平均
貸与価格

平均価格
-１ＳＤ

上限価格が設定されている商品数

○ 4,577商品（令和６年10月１日現在）

福祉用具の「事故・ヒヤリハット」情報
厚生労働省：「福祉用具・介護ロボット実用化支援事業」

○「介護保険制度における福祉用具貸与・販売種目のあり方検討会」の取りまとめにおいて、「福祉用具に係る事故

情報について、福祉用具の安全情報として一元的に提供できるよう、インターネット上で公表していくこと等を検討

する」とされたことを踏まえ、令和６年度から最新事故情報を集約・一元化し「事故・ヒヤリハット情報」を発信

○消費者庁、独立行政法人 製品評価技術基盤機構（NITE)、都道府県・事業所等から任意で提供された情報の件数や

特徴を「最近の傾向」として定期的に公表している他、ヒヤリハット情報として周知

都道府県等から提供された事故情報

→消費生活用品安全法に基づく重大製品事故

→消費生活用品安全法に基づく非重大製品事故

→保険者（都道府県・市区町村）から提供され
る製品に起因しない事故

福祉用具の

事故情報を

集約・一元化

出典：公益財団法人テクノエイド協会 https://www.techno-aids.or.jp/hiyari/accident.html

事故情報を「発生場面」「用具分類」「利用シーン」「利用場所」「被害状況」に分け「最近の傾向」として定期的に公表
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